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対称産業連関表の中間投入係数行列の推計例 
菅 幹雄 

 
１．はじめに 

レオンチェフが最初に推計した産業連関表は「産業×産業」の対称表(symmetric table)
であった。その後、国際連合の SNA マニュアル(United Nations(1968))によって、「商品×
産業」の使用表(Use matrix)と「商品×産業」の商品産出表(Make matrix)が提案された。同
時にこれらの非対称表から対称表を推計するためのさまざまな手法が提示された。Jansen. 
and T. ten Raa(1990)は推計された中間投入係数行列が満たすことが望ましいとされる公理
(Axiom)を４種類提示し、７種類の手法から推計された中間投入係数行列がどの公理を満た
すのかを明らかにした。その結果、全ての公理を満たす手法は商品技術仮定モデルだけであ
ることを明らかにした。 

本稿の目的は、Jansen. and T. ten Raa(1990)が提示した各手法を用いた対称産業連関表の
中間投入係数行列の簡単な推計例を示すことである。本稿では２つの種類の仮想データに
ついて推計を行った。１つは、ten Raa and Jansen(1989)が Appendix に示した２商品、２
産業の仮想データ１である。もう１つは ten Raa, Chakraborty and Small (1984)が本文に示
した２商品、２産業の仮想データ２である。２種類の仮想データを用いた意図は、１つのデ
ータ(仮想データ２)に商品技術仮定モデルを適用した場合、行列の成分に負値が出ることを
示すことにある。その上で 2024 年６月に公表された我が国の供給・使用表を３生産物、３
産業に集計したデータについても推計を行った。 

なお、本稿では第２節、第３節では Jansen. and T. ten Raa(1990)に基づいて「商品」、第
４節では実際のデータに基づいて「生産物」と呼んでいるが、これらは全て同じものである
とみなしている。 
 
２．推計モデル1 
2.1 記号法 

Jansen and Raa(1990)に基づいて非対称表から対称表を推計する７種類の手法を提示する。
まず以下の数式の記号法を説明する。記号Aは対称表の中間投入係数行列、U は行が商品、
列が産業の使用表(U 表)の行列、V は行が産業、列が商品の産業別商品産出表(V 表)の行列
を示す。eは全ての成分が１の列ベクトルを示す。diag()は「対角行列」を作成する関数を
示す。その行列の対角成分は、() 内のベクトルの成分であり、非対角成分はゼロである。
上付きの添え字 T は転置行列、添え字-1 は逆行列であることを示す。下付きの添え字はモ

 
1 SUT から SIOT を推計する先行研究に関するサーベイとしては英文では Guo, Lawson, and 
Planting(2002)、和文では氏川(2022)がある。本稿のサーベイは両方を参考にしている。 
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デルの種類を示す。なお、トランスファー方式、副産物技術モデル、混合技術モデルにおい
て、 V̂は行列V の対角成分のみを残し非対角成分を 0 とした行列(主業生産物産出額の対
角行列)、V


は行列V の非対角成分のみを残し対角成分を 0 とした行列(副業生産物産出額

の行列)に分割される2。また、混合技術モデルでは、V 表が通常の主業生産物および副業生
産物の表 V1 と副産物の表 V2 にも分割される。ここで「副業生産物」(secondary products)
と「副産物」(by products)を区別する。事業所では複数のアクティビティーが存在しうるが、
そのうち金額が最も大きいアクティビティーの生産物を「主業生産物」、それ以外のアクテ
ィビティーの生産物を「副業生産物」と呼ぶ。「副産物」は通常、主業の生産活動に伴って
技術的に発生する副次的な生産物を指すが、その定義は人によって異なる。 
 
2.2 一括方式((Lump-sum Method) 

７種類の手法のうち最初の３種類の手法は経済学的な仮定を置いていないという特徴が
ある。一括方式は主業生産物と副業生産物を区別せずに一括して計上する方式であり、
Fukui and Seneta(1985)によって以下の数式のように提示されている。 

 
     1

, diagL


A U V U Ve  
 
U 表が商品×産業の行列、Ve が産業別産出額合計の列ベクトルであるから、  ,LA U V は
各産業の産出額合計を１とする産業別商品投入比率行列(商品×産業)となる。なお我が国の
産業連関表(商品×商品)の屑・副業生産物の扱いにおいて一括方式を適用している。 
 
2.3 欧州統合経済計算体系方式(The European System of Integrated Economic Accounts Method) 

この手法は EURO STAT(1979)と Viet(1986)によって以下の数式のように提示されてい
る。 

     1
, diag T

E


A U V U V e  

 
U 表が商品×産業の行列、 TV eが商品別産出額合計の列ベクトルという無理はあるものの、

 ,EA U V は各商品の産出額合計を１とする商品別商品投入比率(商品×商品)となる。 
  

 
2 Jansen and Raa(1990)では^の記号を、(1)対角成分がベクトルの成分であり、非対角成分はゼ
ロである行列と、(2)元の行列の非対角成分のみを残し対角成分を 0 とした行列の両方に用いて
おり、紛らわしい。本稿では前者を diag()、後者を^と区別した。 
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2.4 トランスファー方式(Transfer Method) 
この手法は Stone(1961)、Fukui and Seneta(1985)、Viet(1986)によって以下の数式のよ

うに提示されている。 
 

         1ˆ, diag +diag T
T


  A U V U V Ve V e V


 

 
 diag Ve は産業別産出額合計の対角行列、  diag TV e は商品別産出額合計の対角行列、V̂

は産業別(商品別)主業生産物産出額の対角行列である3。   ˆdiag Ve Vは産業別産出額合計
の対角行列から産業別(商品別)主業生産物産出額の対角行列を差し引いており、したがって
産業別(商品別)副業生産物産出額合計の対角行列になる。     ˆdiag +diag T Ve V e Vは商
品別産出額合計の対角行列と商品別副業生産物産出額合計の対角行列を足したものになる。
U V


は U 表(商品×産業)と副業生産物産出額の行列(産業×商品)を足したものである。
 ,TA U V は各産業の再定義した産出額を１とする、再定義した U 表に基づく産業別商品

投入比率(商品×産業)となる。 U V


は商品×産業の行列、     ˆdiag +diag T Ve V e Vは
商品×商品の行列という無理はあるものの、  ,TA U V は商品別商品投入比率の行列である。
なお我が国の産業連関表(商品×商品)の屑・副業生産物の扱いにおいてトランスファー方式
を適用している。 
 
2.5 商品技術仮定モデル(Commodity Technology Model) 
 次の３種類の手法は経済学的な仮定を置いているという特徴があり、それゆえに「モデル」
と呼ぶ。このモデルの場合は商品別商品投入構成比が一定であるという仮定を置いている。
Jansen and Raa(1990)が”Commodity Technology Model”と呼ぶモデルは、我が国では「商
品技術仮定モデル」と一般的に呼ばれている。このモデルは United Nations(1968)、van 
Rijckeghem(1967)、ten Raa, Chakraborty and Small(1984)、Viet(1986)によって以下の数式
のように提示されている。 

 , T
C

A U V UV  
 
U 表が商品×産業の行列、 TV が産業×商品の行列であるから、  ,CA U V は商品別商品
投入比率の行列である。 
 

 
3 １つの産業に１つの主業生産物しかないと考えれば、産業別主業生産物産出額は、その産業
の主業生産物別、すなわち商品別でもある。 
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2.6 副産物技術モデル(By-product Technology Model) 
この手法はストーン方式とも呼ばれる。このモデルは Stone(1961)、ten Raa, Chakraborty 

and Small(1984)、 Fukui and Seneta(1985)、Viet(1986)によって以下の数式のように提示
されている4。 

     1ˆ, T
B


 A U V U V V


 

 
TU V


は U 表の行列(商品×産業)から産業別副業生産物産出額の転置行列(商品×産業)を
差し引いたものである。すなわち、各産業の副業生産物の産出を、それを主業生産物として
生産する産業に販売したとして、マイナス投入として記述する方式である。 TU V


は U 表

の行列(商品×産業)、   1ˆ 
V は産業×商品の行列であるから、  ,BA U V は商品別商品投入

比率の行列である。なお我が国の産業連関表(商品×商品)の屑・副業生産物の扱いにおいて
ストーン方式を適用している。 
 
2.7 産業技術仮定モデル(Industry Technology Model) 

このモデルは産業別商品投入比率が一定であるという仮定を置いている。Jansen and 
Raa(1990)が” Industry Technology Model”と呼ぶモデルは、我が国では「産業技術仮定モデ
ル」と一般的に呼ばれている。このモデルは United Nations(1968)、ten Raa, Chakraborty 
and Small (1984)によって以下の数式のように提示されている。 
 

        11, diag diag T
I


A U V U Ve V V e  

 
   1

diag
U Ve は産業別商品投入比率行列、    1

diag T 
V V e は産業別商品産出比率行列

であるので、産業別商品投入比率を産業別商品産出比率で組み替えて商品別商品投入比率
の行列をもとめていることになる。 
 
2.8 混合技術仮定モデル(CB-mixed Technology Model) 

このモデルは、もともと、産業技術仮定モデルと商品技術仮定モデルの混合として、
Gigantes (1970)によって暗黙のうちに提示された。ten Raa, Chakraborty and Small (1984)
は、産業技術コンポーネントを副産物技術モデルに置き換えた。 

 
4 Jansen and Raa(1990)では「副産物モデル」(By-product Technology Model)と呼びながら、
変数記号は副業生産物(secondary product)のV


を用いている。副産物(by-product)であるなら

ば 2V を用いるべきであると思われる。 
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    1
2 1, T

CB
 A U V U V V  

 
このモデルが産業技術仮定モデルと商品技術仮定モデルの混合であることは以下のように

説明される。もし 1 V Vならば(すなわち副産物がなければ) 2 0V であるため、 

   1, ,CB C
 A U V UV A U V  

となる。もし 1
ˆV Vかつ 2 V V


ならば(すなわち副業製品と副産物が同じならば) 

     1ˆ, ,T
CB B

  A U V U V V A U V


 

となる。 
 
2.9 まとめ 
 以上の７種類の方式をまとめたものが表１である。 
 

表 1 非対称表から対称表を推計するモデル一覧 
名称 数式 
一括モデル 
(Lump-sum)      1

, diagL


A U V U Ve  

欧州体系モデル 
(European-system)      1

, diag T
E


A U V U V e  

移転モデル 
(Transfer)          1ˆ, diag +diag T

T


  A U V U V Ve V e V


 

商品技術仮定モデル 
(Commodity Technology)  , T

C
A U V UV  

副産物技術仮定モデル 
(By-product Technology)      1ˆ, T

B


 A U V U V V


 

産業技術仮定モデル 
(Industry Technology)         11, diag diag T

I


A U V U Ve V V e  

混合技術仮定モデル 
(CB-mixed Technology)     1

2 1, T
CB

 A U V U V V


 

出所)Jansen and Raa(1990)に基づいて著者作成。 
  
以上の７種類のモデルのうち、混合技術仮定モデルについては簡単な推計例を示すこと

が難しい。副産物の区別は分析者によって異なるからである。ten Raa and Jansen(1989)も
混合技術仮定モデルについては推計例を示していない。次節では混合技術仮定モデルを除
く６種類のモデルについて推計を行った。 
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３．仮想データを用いた中間投入係数行列の推計例 
3.1 一括方式 
 図１は２種類の仮想データに一括方式を適用した中間投入係数行列の推計例を示してい
る。仮想データ１についてみると、Ve が産業別産出額合計(V のヨコ方向の合計)の列ベク
トル 

1 1 1 2
0 1 1 1
    

     
    

Ve  

であること、その成分を対角に並べた行列が 

 
2 0

diag
0 1
 

  
 

Ve  

であることが確認できる。また  ,LA U V は各産業の産出額合計(2,1)を１とする産業別商
品投入比率(商品×産業)となっていることが確認できる。 
 

 
  

  U：使用表   V：商品産出表    U：使用表   V：商品産出表
産業１ 産業２ 商品１ 商品２ 産業１ 産業２ 商品１ 商品２

商品１ 0.5 0 産業１ 1 1 商品１ 0 0.5 産業１ 0.666667 0.333333
商品２ 1 0.5 産業２ 0 1 商品２ 0.5 0 産業２ 0.333333 0.666667

e Ve e Ve
1 産業１ 2 1 産業１ 1
1 産業２ 1 1 産業２ 1

diag(Ve) 産業１ 産業２ diag(Ve)-1 産業１ 産業２ diag(Ve) 産業１ 産業２ diag(Ve)-1 産業１ 産業２

産業１ 2 0 産業１ 0.5 0 産業１ 1 0 産業１ 1 0
産業２ 0 1 産業２ 0 1 産業２ 0 1 産業２ 0 1

AL 産業１ 産業２ AL 産業１ 産業２

商品１ 0.25 0 商品１ 0 0.5
商品２ 0.5 0.5 商品２ 0.5 0

図1 仮想データに一括方式を適用した中間投入係数行列の推計例

仮想データ１ 仮想データ２

     1
, diagL


A U V U Ve      1

, diagL


A U V U Ve
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3.2 欧州統合経済計算体系方式 
図 2 は２種類の仮想データに欧州統合経済計算体系方式を適用した中間投入係数行列の

推計例を示している。仮想データ１についてみると、Ve が産業別産出額合計の列ベクトル
であること、 TV eは商品別産出額合計の列ベクトル 

1 1 1 1 0 1 1
0 1 1 1 1 1 2

T
T         
          
        

V e  

であること、その成分を対角に並べた行列が 

  1 0
diag

0 2
T  

  
 

V e  

であることが確認できる。そしてその逆行列は 

  
1

1 1 0 2 0 1 01diag
0 2 0 1 0 0.51 2 0 0

T


      
              

V e  

となる。そして」  ,EA U V は各商品の産出額合計(1,2)を１とする産業別商品投入比率(商
品×商品)となることが確認できる。産業の投入を分⼦、商品の産出額合計を分⺟にしてい
るので、仮想データ１では  ,EA U V の商品１のタテ合計が１を超えている。 
 

 
 
 
  

  U：使用表   V：商品産出表   U：使用表   V：商品産出表

産業１ 産業２ 商品１ 商品２ 産業１ 産業２ 商品１ 商品２

商品１ 0.5 0 産業１ 1 1 商品１ 0 0.5 産業１ 0.667 0.333
商品２ 1 0.5 産業２ 0 1 商品２ 0.5 0 産業２ 0.333 0.667

VT 産業１ 産業２ e VTe VT 産業１ 産業２ e VTe
商品１ 1 0 1 商品１ 1 商品１ 0.666667 0.333333 1 商品１ 1
商品２ 1 1 1 商品２ 2 商品２ 0.333333 0.666667 1 商品２ 1

diag(VTe) 商品１ 商品２ diag(VTe)-1 商品１ 商品２ diag(VTe) 商品１ 商品２ diag(VTe)-1 商品１ 商品２

商品１ 1 0 商品１ 1 0 商品１ 1 0 商品１ 1 0
商品２ 0 2 商品２ 0 0.5 商品２ 0 1 商品２ 0 1

AE 商品１ 商品２ AE 商品１ 商品２

商品１ 0.5 0 商品１ 0 0.5
商品２ 1 0.25 商品２ 0.5 0

図2 仮想データに欧州統合経済計算体系方式を適用した中間投入係数行列の推計例

仮想データ１ 仮想データ２

     1
, diag T

E


A U V U V e      1

, diag T
E


A U V U V e
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3.3 トランスファー方式 
図３は２種類の仮想データにトランスファー方式を適用した中間投入係数行列の推計例

を示している。 V̂は行列V の対角成分のみを残し非対角成分を 0 とした行列(主業生産物
産出額の対角行列)、V


は行列V の非対角成分のみを残し対角成分を 0 とした行列(副業生

産物産出額の行列)に分割されていることが確認できる。 
1 0ˆ
0 0
 

  
 

V  

0 1
0 0
 

  
 

V


 

1 0 0 1 1 1ˆ
0 0 0 0 0 1
     

         
     

V V V


 

また仮想データ１についてみると、     ˆdiag +diag T Ve V e Vは商品別産出額合計の対
角行列 

  1 0
diag

0 2
T  

  
 

V e  

と産業(商品)別副業生産物産出額合計の対角行列 

 
2 0 1 0 1 0ˆdiag
0 1 0 1 0 0
     

        
     

Ve V  

を足したもの 

    1 0 1 0 2 0ˆdiag +diag
0 2 0 0 0 2

T      
        

     
Ve V e V  

となり、さらにその逆行列は 

    
1

1 2 0 2 0 0.5 01ˆdiag +diag
0 2 0 2 0 0.52 2 0 0

T


      
               

Ve V e V  

となることが確認できる。また U V


は U 表(商品×産業)と副業生産物産出額の行列V


(産
業×商品)を足したものであり、 

0.5 0 0 1 0.5 1
1 0.5 0 0 1 0.5

     
        

     
U V


 

産業１の商品２(副業生産物)の産出(V 表の１行２列目の 1)は、(商品２を主業生産物とし
て生産する)産業２の商品１の投入( U V


の１行２列目の 1)として移転されていることが

確認できる。その分、     ˆdiag +diag T Ve V e Vでは商品１の産出合計額が１から２に増
えている。 
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U：使用表 V：商品産出表 U：使用表 V：商品産出表
産業１ 産業２ 商品１ 商品２ 産業１ 産業２ 商品１ 商品２

商品１ 0.5 0 産業１ 1 1 商品１ 0 0.5 産業１ 0.666667 0.33333
商品２ 1 0.5 産業２ 0 1 商品２ 0.5 0 産業２ 0.333333 0.66667

VT 産業１ 産業２ e VT 産業１ 産業２ e
商品１ 1 0 1 商品１ 0.666667 0.333333 1
商品２ 1 1 1 商品２ 0.333333 0.666667 1

商品１ 商品２ 商品１ 商品２ 商品１ 商品２ 商品１ 商品２

産業１ 1 0 産業１ 0 1 産業１ 0.666667 0 産業１ 0 0.333333
産業２ 0 1 産業２ 0 0 産業２ 0 0.666667 産業２ 0.333333 0

Ve VTe Ve VTe
産業１ 2 商品１ 1 産業１ 1 商品１ 1
産業２ 1 商品２ 2 産業２ 1 商品２ 1

diag(Ve) 産業１ 産業２ diag(VTe) 商品１ 商品２ diag(Ve) 産業１ 産業２ diag(VTe) 商品１ 商品２

産業１ 2 0 商品１ 1 0 産業１ 1 0 商品１ 1 0
産業２ 0 1 商品２ 0 2 産業２ 0 1 商品２ 0 1

U＋V̌ 産業１ 産業２ U＋V̌ 産業１ 産業２

商品１ 0.5 1 商品１ 0 0.833333
商品２ 1 0.5 商品２ 0.833333 0

2 0 1.3333333 0
0 2 0 1.333333

0.5 0 0.75 0
0 0.5 0 0.75

AT 商品１ 商品２ AT 商品１ 商品２

商品１ 0.25 0.5 商品１ 0 0.625
商品２ 0.5 0.25 商品２ 0.625 0

仮想データ１ 仮想データ２

図３ 仮想データにトランスファー方式を適用した中間投入係数行列の推計例

V̌：Vの非対角成分のみ

diag(Ve)＋diag(VTe)-V^

(diag(Ve)＋diag(VTe)-V^)-1

diag(Ve)＋diag(VTe)-V^

(diag(Ve)＋diag(VTe)-V^)-1

V^：Vの対角成分のみ V̌：Vの非対角成分のみ V^：Vの対角成分のみ

         1ˆ, diag +diag T
T


  A U V U V Ve V e V


         1ˆ, diag +diag T

T


  A U V U V Ve V e V


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3.4 商品技術仮定モデル 
図４は２種類の仮想データに商品技術仮定モデルを適用した中間投入係数行列の推計例

を示している。仮想データ１についてみると 

 
1

1 1 1 1 0 1 0 1 01
0 1 1 1 1 1 1 11 1 1 0

T
T

 
        
                    

V  

 
0.5 0 1 0 0.5 0 0.5 0

,
1 0.5 1 1 1 0.5 0.5 0.5 0.5

T
C

       
                

A U V UV  

となることが確認できる。なお仮想データ２のケースをみると、中間投入係数行列に負値の
成分がある。 

 
0 1/ 2 2 1 1/ 2 1

,
1/ 2 0 1 2 1 1/ 2

T
C

      
           

A U V UV  

中間投入係数は原則として正値でなければならないから、これが商品技術仮定モデルの弱
点である。 
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3.5 副産物技術仮定モデル 
図５は２種類の仮想データに副産物技術仮定モデルを適用した中間投入係数行列の推計

例を示している。 TU V


は U 表(商品×産業)から産業別副業生産物産出額の転置行列(商
品×産業)を差し引いたものであり、仮想データ２についてみると、U 表では産業１に商品
２の投入が 0.5(=1/2)あるが、Ｖ表では産業１に商品２の産出が 0.333333(=1/3)あるので
両者を相殺して TU V


では産業１に商品２の投入が 0.166667(=0.5−0.333333)ある。 

0 1/ 2 0 1/ 3 0 1/ 6
1/ 2 0 1/ 3 0 1/ 6 0

T      
        

     
U V


 

これに 

 
1

1 2 / 3 0 3 / 2 0ˆ
0 2 / 3 0 3/ 2


    
    
   

V  

を右からかけると 

     1 0 1/ 6 3/ 2 0 0 1/ 4ˆ,
1/ 6 0 0 3/ 2 1/ 4 0

T
B

     
       

    
A U V U V V


 

となることが確認できる。 
 

 
  

U：使用表 V：商品産出表 U：使用表 V：商品産出表
産業１ 産業２ 商品１ 商品２ 産業１ 産業２ 商品１ 商品２

商品１ 0.5 0 産業１ 1 1 商品１ 0 0.5 産業１ 0.666667 0.33333
商品２ 1 0.5 産業２ 0 1 商品２ 0.5 0 産業２ 0.333333 0.66667

産業１ 産業２ 産業１ 産業２ 産業１ 産業２ 産業１ 産業２

商品１ 1 0 商品１ 0 1 商品１ 0.666667 0 商品１ 0 0.333333
商品２ 0 1 商品２ 0 0 商品２ 0 0.666667 商品２ 0.333333 0

(V^)-1 産業１ 産業２ (V^)-1 産業１ 産業２

商品１ 1 0 商品１ 1.5 0
商品２ 0 1 商品２ 0 1.5

 (V̌)T 産業１ 産業２ U−(V̌)T 産業１ 産業２  (V̌)T 産業１ 産業２ U−(V̌)T 産業１ 産業２

商品１ 0 0 商品１ 0.5 0 商品１ 0 0.333333 商品１ 0 0.166667
商品２ 1 0 商品２ 0 0.5 商品２ 0.333333 0 商品２ 0.166667 0

AB 商品１ 商品２ AB 商品１ 商品２

商品１ 0.5 0 商品１ 0 0.25
商品２ 0 0.5 商品２ 0.25 0

仮想データ１ 仮想データ２

図５ 仮想データに副産物技術モデルを適用した中間投入係数行列の推計例

V^：Vの対角成分のみ V̌：Vの非対角成分のみ V^：Vの対角成分のみ V̌：Vの非対角成分のみ

     1ˆ, T
B


 A U V U V V

      1ˆ, T
B


 A U V U V V


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3.6 産業技術仮定モデル 
図 6 は２種類の仮想データに産業技術仮定モデルを適用した中間投入係数行列の推計例

を示している。    1
diag

U Ve は産業別商品投入比率、    1
diag T 

V V e は産業別商品産出
比率であること、産業別商品投入比率を産業別商品産出比率で組み替えて商品別商品投入
比率の行列を仮想データ１については 

        11
, diag diag

0.25 0 1 0.5 0.25 0.25 0.5
0.5 0.5 0 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
0.25 0.125
0.5 0.5

T
I




    
           
 

  
 

A U V U Ve V V e

 

ともとめていることが確認できる。 
 

 

  U：使用表   V：商品産出表   U：使用表   V：商品産出表
産業１ 産業２ 商品１ 商品２ 産業１ 産業２ 商品１ 商品２

商品１ 0.5 0 産業１ 1 1 商品１ 0 0.5 産業１ 0.667 0.333
商品２ 1 0.5 産業２ 0 1 商品２ 0.5 0 産業２ 0.333 0.667

VT 産業１ 産業２ e VT 産業１ 産業２ e VTe
商品１ 1 0 1 商品１ 0.666667 0.333333 1 商品１ 1
商品２ 1 1 1 商品２ 0.333333 0.666667 1 商品２ 1

Ve VTe Ve VTe
産業１ 2 商品１ 1 産業１ 1 商品１ 1
産業２ 1 商品２ 2 産業２ 1 商品２ 1

diag(Ve) 商品１ 商品２ diag(Ve)-1 商品１ 商品２ diag(Ve) 商品１ 商品２ diag(Ve)-1 商品１ 商品２

産業１ 2 0 産業１ 0.5 0 産業１ 1 0 産業１ 1 0
産業２ 0 1 産業２ 0 1 産業２ 0 1 産業２ 0 1

diag(VTe) 産業１ 産業２ diag(VTe)-1 産業１ 産業２ diag(VTe) 産業１ 産業２ diag(VTe)-1 産業１ 産業２

商品１ 1 0 商品１ 1 0 商品１ 1 0 商品１ 1 0
商品２ 0 2 商品２ 0 0.5 商品２ 0 1 商品２ 0 1

 U(diag(Ve)-1) Vdiag(VTe)-1  U(diag(Ve)-1) Vdiag(VTe)-1

産業１ 産業２ 商品１ 商品２ 産業１ 産業２ 商品１ 商品２

商品１ 0.25 0 産業１ 1 0.5 商品１ 0 0.5 産業１ 0.666667 0.333333
商品２ 0.5 0.5 産業２ 0 0.5 商品２ 0.5 0 産業２ 0.333333 0.666667

AI 商品１ 商品２ AI 商品１ 商品２

商品１ 0.25 0.125 商品１ 0.166667 0.333333
商品２ 0.5 0.5 商品２ 0.333333 0.166667

仮想データ１ 仮想データ２

図６ 仮想データに産業技術仮定モデルを適用した中間投入係数行列の推計例

        11, diag diag T
I


A U V U Ve V V e         11, diag diag T

I


A U V U Ve V V e
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3.7 まとめ 
 以上の推計例をもとめたものが図７である。推計方式によって推計される中間投入係数
行列が異なることが確認できる。 

 
 
４．令和２年供給・使用表を用いた対称産業連関表の中間投入係数行列の推計例 
4.1 令和２年供給・使用表 
 表２は推計に用いた令和２年供給・使用表を示している。産業１は「第１次産業」、産
業２は「第 2 次産業」、産業３は「第３次産業」、生産物１は「農林水産品」、生産物２は
「鉱産品、製造品、建設」、生産物３は「その他の生産物」に対応している。 
 

表 2 推計に用いた令和２年供給・使用表 

 

一括方式 商品技術仮定モデル
仮想データ１ 仮想データ２ 仮想データ１ 仮想データ２

0.25 0 0 0.5 0.5 0 -0.5 1
0.5 0.5 0.5 0 0.5 0.5 1 -0.5

欧州統合経済計算体系方式 副産物技術仮定モデル
仮想データ１ 仮想データ２ 仮想データ１ 仮想データ２

0.5 0 0 0.5 0.5 0 0 0.25
1 0.25 0.5 0 0 0.5 0.25 0

トランスファー方式 産業技術仮定モデル
仮想データ１ 仮想データ２ 仮想データ１ 仮想データ２

0.25 0.5 0 0.625 0.25 0.125 0.167 0.333
0.5 0.25 0.625 0 0.5 0.5 0.333 0.167

図７ 仮想データに各モデルを適用した中間投入係数行列の推計結果の比較

供給表 （単位：兆円）

  生産物１ 生産物２ 生産物３ 国内生産額
産業１ 12 0 0 12
産業２ 0 340 9 349
産業３ 0 9 658 667
輸入 2 75 16
総供給 14 424 683

使用表（生産者価格） （単位：兆円）

  産業１ 産業２ 産業３ 国内最終需要 輸出 総使用

生産物１ 2 7 1 4 0 14
生産物２ 3 146 58 160 57 424
生産物３ 2 60 187 408 26 683
粗付加価値 5 136 421
国内生産額 12 349 667

産業１:第１次産業 生産物１:農林水産品
産業２:第２次産業 生産物２:鉱産品、製造品、建設
産業３:第３次産業 生産物３:その他の生産物
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4.2 一括方式 
 図８は令和２年供給・使用表に一括方式を適用した中間投入係数行列の推計例を示して
いる。 
 

 
 
  

  U：使用表   V：供給表
産業１ 産業２ 産業３ 国内FD 輸出 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 2 7 1 4 0 産業１ 12 0 0
生産物２ 3 146 58 160 57 産業２ 0 340 9
生産物３ 2 60 187 408 26 産業３ 0 9 658
付加価値 5 136 421 輸入等 2 75 16

e Ve
1 産業１ 12
1 産業２ 349
1 産業３ 667

diag(Ve) 産業１ 産業２ 産業３ diag(Ve)-1 産業１ 産業２ 産業３

産業１ 12 0 0 産業１ 0.083 0.000 0.000
産業２ 0 349 0 産業２ 0.000 0.003 0.000
産業３ 0 0 667 産業３ 0.000 0.000 0.001

AL 産業１ 産業２ 産業３

生産物１ 0.167 0.020 0.001
生産物２ 0.250 0.418 0.087
生産物３ 0.167 0.172 0.280

図８ 令和2年供給・使用表に一括方式を適用した中間投入係数行列の推計例

令和２年供給・使用表

     1
, diagL


A U V U Ve
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4.3 欧州統合経済計算体系方式 
 図９は令和２年供給・使用表に欧州統合経済計算体系方式を適用した中間投入係数行列
の推計例を示している。 
 

 
 
  

  U：使用表   V：供給表

産業１ 産業２ 産業３ 国内FD 輸出 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 2 7 1 4 0 産業１ 12 0 0
生産物２ 3 146 58 160 57 産業２ 0 340 9
生産物３ 2 60 187 408 26 産業３ 0 9 658
付加価値 5 136 421 輸入等 2 75 16

VT 産業１ 産業２ 産業３ 輸入等 e VTe
生産物１ 12 0 0 2 1 生産物１ 14
生産物２ 0 340 9 75 1 生産物２ 424
生産物３ 0 9 658 16 1 生産物３ 683

1

diag(VTe) 生産物１ 生産物２ 生産物３ diag(VTe)-1 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 14 0 0 生産物１ 0.071 0.000 0.000
生産物２ 0 424 0 生産物２ 0.000 0.002 0.000
生産物３ 0 0 683 生産物３ 0.000 0.000 0.001

AE 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 0.143 0.017 0.001
生産物２ 0.214 0.344 0.085
生産物３ 0.143 0.142 0.274

図９ 令和2年供給・使用表に欧州統合経済計算体系方式を用いた中間投入係数行列の推計例

令和２年供給・使用表

     1
, diag T

E


A U V U V e
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4.4 トランスファー方式 
図 10 は令和２年供給・使用表にトランスファー方式を適用した中間投入係数行列の推

計例を示している。 

 

  U：使用表   V：供給表
産業１ 産業２ 産業３ 国内FD 輸出 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 2 7 1 4 0 産業１ 12 0 0
生産物２ 3 146 58 160 57 産業２ 0 340 9
生産物３ 2 60 187 408 26 産業３ 0 9 658
付加価値 5 136 421 輸入等 2 75 16

VT 産業１ 産業２ 産業３ 輸入等 e4 e3
生産物１ 12 0 0 2 1 1
生産物２ 0 340 9 75 1 1
生産物３ 0 9 658 16 1 1

1

生産物１ 生産物２ 生産物３ 生産物１ 生産物２ 生産物３

産業１ 12 0 0 産業１ 0 0 0
産業２ 0 340 0 産業２ 0 0 9
産業３ 0 0 658 産業３ 0 9 0

Ve3 VTe4 U＋V̌ 産業１ 産業２ 産業３

産業１ 12 生産物１ 14 生産物１ 2 7 1
産業２ 349 生産物２ 424 生産物２ 3 146 67
産業３ 667 生産物３ 683 生産物３ 2 69 187

diag(Ve3) 産業１ 産業２ 産業３ diag(VTe4) 生産物１ 生産物２ 生産物３

産業１ 12 0 0 生産物１ 14 0 0
産業２ 0 349 0 生産物２ 0 424 0
産業３ 0 0 667 生産物３ 0 0 683

14 0 0
0 433 0
0 0 692

0.071 0.000 0.000
0.000 0.002 0.000
0.000 0.000 0.001

AT 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 0.143 0.016 0.001
生産物２ 0.214 0.337 0.097
生産物３ 0.143 0.159 0.270

令和２年供給・使用表

図10 令和2年供給・使用表にトランスファー方式を用いた中間投入係数行列の推計例

diag(Ve3)＋diag(VTe4)-V^

(diag(Ve3)＋diag(VTe4)-V^)-1

V^：Vの対角成分のみ V̌：Vの非対角成分のみ

         1ˆ, diag +diag T
T


  A U V U V Ve V e V
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4.5 商品技術仮定モデル 
図 11 は令和２年供給・使用表に商品技術仮定モデルを適用した中間投入係数行列の推

計例を示している。 
 

 
 
 
  

  U：使用表   V：供給表

産業１ 産業２ 産業３ 国内FD 輸出 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 2 7 1 4 0 産業１ 12 0 0
生産物２ 3 146 58 160 57 産業２ 0 340 9
生産物３ 2 60 187 408 26 産業３ 0 9 658
付加価値 5 136 421 輸入等 2 75 16

VT 産業１ 産業２ 産業３ 輸入等 (VT)-1 産業１ 産業２ 産業３

生産物１ 12 0 0 2 生産物１ 0.083 0.000 0.000
生産物２ 0 340 9 75 生産物２ 0.000 0.003 0.000
生産物３ 0 9 658 16 生産物３ 0.000 0.000 0.002

AC 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 0.167 0.021 0.001
生産物２ 0.250 0.427 0.082
生産物３ 0.167 0.169 0.282

令和２年供給・使用表

図11 令和2年供給・使用表に商品技術仮定モデルを用いた中間投入係数行列の推計例

 , T
C

A U V UV
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4.6 副産物技術仮定モデル 
 図 12 は令和２年供給・使用表に副業生産物仮定モデルを適用した中間投入係数行列

の推計例を示している。 
 

 
 
 
  

  U：使用表   V：供給表
産業１ 産業２ 産業３ 国内FD 輸出 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 2 7 1 4 0 産業１ 12 0 0
生産物２ 3 146 58 160 57 産業２ 0 340 9
生産物３ 2 60 187 408 26 産業３ 0 9 658
付加価値 5 136 421 輸入等 2 75 16

生産物１ 生産物２ 生産物３ 生産物１ 生産物２ 生産物３

産業１ 12 0 0 産業１ 0 0 0
産業２ 0 340 0 産業２ 0 0 9
産業３ 0 0 658 産業３ 0 9 0

(V^)-1 生産物１ 生産物２ 生産物３

産業１ 0.083 0.000 0.000
産業２ 0.000 0.003 0.000
産業３ 0.000 0.000 0.002

 (V̌)T 産業１ 産業２ 産業３ U−(V̌)T 産業１ 産業２ 産業３

生産物１ 0 0 0 生産物１ 2 7 1
生産物２ 0 0 9 生産物２ 3 146 49
生産物３ 0 9 0 生産物３ 2 51 187

AB 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 0.167 0.021 0.002
生産物２ 0.250 0.429 0.074
生産物３ 0.167 0.150 0.284

令和２年供給・使用表

図12 令和2年供給・使用表に副産物技術仮定モデルを用いた中間投入係数行列の推計例

V^：Vの対角成分のみ V̌：Vの非対角成分のみ

     1ˆ, T
B


 A U V U V V


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4.7 産業技術仮定モデル 
図 13 は令和２年供給・使用表に産業技術仮定モデルを適用した中間投入係数行列の推

計例を示している。 
 

 

  U：使用表   V：供給表
産業１ 産業２ 産業３ 国内FD 輸出 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 2 7 1 4 0 産業１ 12 0 0
生産物２ 3 146 58 160 57 産業２ 0 340 9
生産物３ 2 60 187 408 26 産業３ 0 9 658
付加価値 5 136 421 輸入等 2 75 16

VT 産業１ 産業２ 産業３ 輸入等 e4 e3
生産物１ 12 0 0 2 1 1
生産物２ 0 340 9 75 1 1
生産物３ 0 9 658 16 1 1

1
Ve3 VTe4
産業１ 12 生産物１ 14
産業２ 349 生産物２ 424
産業３ 667 生産物３ 683

diag(Ve3) 産業１ 産業２ 産業３ diag(Ve3)-1 産業１ 産業２ 産業３

産業１ 12 0 0 産業１ 0.083 0.000 0.000
産業２ 0 349 0 産業２ 0.000 0.003 0.000
産業３ 0 0 667 産業３ 0.000 0.000 0.001

diag(VTe4) 生産物１ 生産物２ 生産物３ diag(VTe4)-1 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 14 0 0 生産物１ 0.071 0.000 0.000
生産物２ 0 424 0 生産物２ 0.000 0.002 0.000
生産物３ 0 0 683 生産物３ 0.000 0.000 0.001

Vdiag(VTe4)-1

産業１ 産業２ 産業３ 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 0.167 0.020 0.001 産業１ 0.857 0.000 0.000
生産物２ 0.250 0.418 0.087 産業２ 0.000 0.802 0.013
生産物３ 0.167 0.172 0.280 産業３ 0.000 0.021 0.963

AI 生産物１ 生産物２ 生産物３

生産物１ 0.143 0.016 0.002
生産物２ 0.214 0.337 0.089
生産物３ 0.143 0.144 0.272

 U(diag(Ve3)-1)

令和２年供給・使用表

図13 令和2年供給・使用表に産業技術モデルを用いた中間投入係数行列の推計例
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4.8 まとめ 
 以上の推計例をまとめたものが図 14 である。各方式の中間投入係数行列の推計結果と
実際の X 表(消費×商品)の中間投入係数行列を比較するため、両者の差をまず計算し、次
に両者の差の二乗和を計算した。差の二乗和が最も小さくなったのは商品技術仮定モデ
ル、次に一括方式、その次に副産物技術仮定モデルであった。逆に産業技術仮定は最も差
の二乗和が大きくなった。 
 

 

実際のX表
0.143 0.023 0.002
0.214 0.425 0.084
0.143 0.170 0.280

一括方式 実際のX表との差
0.167 0.020 0.001 0.024 -0.003 0.000 差二乗和
0.250 0.418 0.087 0.036 -0.007 0.003 0.0025
0.167 0.172 0.280 0.024 0.002 0.001

欧州統合経済計算体系方式 実際のX表との差
0.143 0.017 0.001 0.000 -0.006 0.000 差二乗和
0.214 0.344 0.085 0.000 -0.081 0.001 0.0074
0.143 0.142 0.274 0.000 -0.028 -0.006

トランスファー方式 実際のX表との差
0.143 0.016 0.001 0.000 -0.007 0.000 差二乗和
0.214 0.337 0.097 0.000 -0.088 0.013 0.0082
0.143 0.159 0.270 0.000 -0.010 -0.009

商品技術仮定モデル 実際のX表との差
0.167 0.021 0.001 0.024 -0.002 0.000 差二乗和
0.250 0.427 0.082 0.036 0.002 -0.002 0.0024
0.167 0.169 0.282 0.024 -0.001 0.002

副産物技術仮定モデル 実際のX表との差
0.167 0.021 0.002 0.024 -0.002 0.000 差二乗和
0.250 0.429 0.074 0.036 0.004 -0.010 0.0029
0.167 0.150 0.284 0.024 -0.020 0.004

産業技術仮定モデル 実際のX表との差
0.143 0.016 0.002 0.000 -0.007 0.000 差二乗和
0.214 0.337 0.089 0.000 -0.088 0.005 0.0085
0.143 0.144 0.272 0.000 -0.026 -0.007

図14 各モデルを用いた中間投入係数行列の推計結果の比較
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5. 結論 
 本稿では、Jansen. and T. ten Raa(1990)が提示した各手法を用いた対称産業連関表の中間
投入係数行列の簡単な推計例を示した。本稿では２つの種類の仮想データについて推計を
行った。１つは、ten Raa and Jansen(1989)が Appendix に示した２商品、２産業の仮想デ
ータ１である。もう１つは ten Raa, Chakraborty and Small (1984)が本文に示した２商品、
２産業の仮想データ２である。本稿の推計値は、それぞれの論文中に示された推計値と一致
した。その上で 2024 年６月に公表された我が国の供給・使用表を３生産物、３産業に集計
したデータについても推計を行った。その結果、実際の X 表(消費×商品)の中間投入係数
行列の成分と差の二乗和が最も小さくなったのは、商品技術仮定モデルを適用して推計し
た中間投入係数行列であった。。 
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